人権尊重の社会づくり相談ネットワークの運用状況について

平成２９年６月１２日
人権・同和対策課

１　相談件数・・　３５８件（対前年度比２３．０％減：前年度４６５件）　（詳細は参考のとおり）
　　　相談件数　

①受付機関別　　　　　　　　　　　②相談形態別　　　　　　　

	
	H28
	H27
	
	
	H28
	H27

	人権局
	139
	145
	
	面接
	115
	169

	中部振興局
	36
	136
	
	電話
	192
	228

	西部振興局
	183
	184
	
	封書等
	51
	68

	計
	358
	465
	
	計
	358
	465


２　専門相談員の相談事例

専門相談員が行った相談事例はありません。

３　こどもいじめ人権相談
いじめが全国的に問題になっていることを受け、平成２４年９月２１日に人権局に「こどもいじめ人権相談窓口」を開設し、子どものいじめに係る相談に対応している。
（１）設置箇所：県庁人権局

（２）電話相談：２４時間対応、メール相談：２４時間受付
（３）相談件数：５９件（前年度６７件　人権相談件数の内数）
（４）対応事例
　 　　①相談内容の傾聴に努め、担任、スクールカウンセラー等の適切な人に相談するよう助言した。
　　 　②学校に対応してもらえないという相談について教育委員会に伝達したところ、相談者と三者による話し合いを設定されることとなり、相談者の支援のため同席した。

（参考）

相談事例及び相談内容

１　主な相談事例

	支援類型
	具体例

	
	相談分野
	対応状況

	1 整理・関係機関への伝達
相談内容を整理してまとめ、関係機関へ伝達して解決を促進
	女性

疾病
	３０代の娘が高校卒業後、部屋に閉じこもり大声を出したり、家の窓ガラスや壁を壊したり、自分の髪を抜いたりする。相談者も高齢となりこのままにはしておけないという相談について、内容を整理し、福祉保健局に伝達し、解決を促進した。

	
	障がい
	居住地の自治会長から障がいについて虚偽ではないか等の誹謗中傷、差別発言を受けたとの相談内容を整理し、当該自治体の人権担当に伝達し、自治会長向けの啓発研修の実施を要望した。

	2 第三者として当事者に伝達
相談内容を第三者の立場で冷静に伝達し、解決を促進
	高齢者
	配偶者に認知症があり、虐待を受けてきたにもかかわらず、自治体から逆に虐待をしたとの汚名を受けたとの相談について、自治体関係者に対し、話し合いの機会を持つよう働きかけ、相談員同席の上、きちんとした説明を求めた。

	
	障がい
	身体障がい者からの、大雪の中、足を引きずりながら雪かきをしたのに、町の除雪車が駐車場前に雪を積み上げて帰ってしまっため、苦情を言ったところ、心無い言葉を言われたという相談について、町に対して状況を伝えたところ、謝罪等の対応がされた。

	3 ケース会議開催など関係機関と緊密に連携した支援
関係機関職員等と対応策を検討しながら解決を促進
	子ども
	いじめを受けているこどもとその保護者に対する学校の対応についての相談に対し、教育委員会、学校と保護者との話し合いを提案し、保護者側の助言者として同席し具体的な解決策について検討した。

	4 必要な情報の提供
問題を整理し、解決のために必要な情報等を提供
	同和問題
	結婚に際し、それまで良好な関係であったにも拘らず、親族、両親が相手の出身地を調べ同和地区出身であることがわかった途端、反対に転じ、なかなか説得できないとの相談に対し、結婚する気持ちは不変であることを支持し、生活をしていくなかで理解を得られるよう助言、激励した。

	
	労働者
	介護老人保健施設に正職員として勤務しているが、育児休業取得に際し、休業給付金の該当にならないと言われ納得できないとの相談に対し、制度上は該当になると思うので、ハローワークに相談するよう情報提供を行った。


２　人権相談窓口における相談の状況について
（１）相談件数　

1 受付機関別　　　　　　　　　　　②相談形態別　　　　　　　
	
	H28
	H27
	
	
	H28
	H27

	人権局
	139
	145
	
	面接
	115
	169

	中部振興局
	36
	136
	
	電話
	192
	228

	西部振興局
	183
	184
	
	封書等
	51
	68

	計
	358
	465
	
	計
	358
	465


（２）相談内容

1 分野別　
	
	同和

問題
	外国人
	障がい
	障がい細分（複数計上）
	子ども
	女性

	
	
	
	
	身体
	知的
	精神
	発達
	不明
	
	

	H28
	3
	0
	172
	15
	14
	103
	47
	1
	101
	15

	H27
	10
	0
	230
	9
	80
	74
	73
	1
	132
	18


	
	高齢者
	労働者
	疾病
	その他
	計



	H28
	29
	28
	74
	82
	504

	H27
	59
	26
	63
	71
	609


※相談内容により複数の分野に計上
②行為類型別
	
	差別

表現
	落書き

	インターネット
	就労（募集採用）
	就労（左以外）
	虐待（身体的）
	虐待（心理的）
	虐待（性的）
	虐待（経済的）
	虐待（ﾈｸﾞﾚｸﾄ）
	サービス提供
	就学

	H28
	3
	0
	0
	13
	23
	16
	19
	0
	5
	2
	134
	45

	H27
	14
	0
	12
	3
	31
	23
	19
	0
	0
	1
	137
	46


　
	
	ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ
	居住・生活の安全
	報道

被害
	誹謗

中傷
	嫌がらせ
	いじめ
	セクハラ
	性
暴力
	結婚差別
	賃貸拒否
	その他
	計

	H28
	5
	117
	0
	28
	106
	48
	0
	0
	1
	0
	83
	648

	H27
	9
	227
	2
	18
	100
	48
	3
	0
	1
	1
	93
	788


※相談一件であっても相談内容により複数の行為類型に計上
（３）相談窓口の対応状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	情 報 提供・助言
	他機関（県の機関）紹介
	他機関（県以外）紹介
	その他

（傾聴など）
	計

	H28
	303
	2
	3
	50
	358

	H27
	415
	8
	5
	37
	465
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平成２８年度の人権尊重の社会づくり相談ネットワークの運用状況は次のとおりです。


（「こどもいじめ人権相談窓口」を含みます。）


人権尊重の社会づくり相談ネットワークは人権問題を救済する観点から、平成２１年４月に


鳥取県人権尊重の社会づくり条例を改正（第6条に新たに規定）し、県内３カ所に相談窓口を設け運用している。


（参考）鳥取県人権尊重の社会づくり条例第６条第１項


　知事は、人権尊重の社会づくりを推進するため、人権相談窓口（県民の人権に関する各般　　　


の問題につき、相談に応じるとともに、相談をした者への支援を行うための窓口をいう。）


を設置する。





　　　


　　　











（参考）相談件数の推移
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